
葉完 録研

第３１号（平成１６年度）

東京都立高等学校副校長会



研究集録第３１号の発行にあたって

東京都立高等学校副校長会

会長錦織政晴

平成１６年度の都立高等学校副校長研究協議会の開催にあたり一言申し上げます｡本研究協議会

は都立高校改革推進計画の進捗を踏まえ、開かれた学校づくりを曰指す中で、都立高等学校の個

性化、特色化を図り、都民に信頼される魅力ある都立高校づくりを推進するため、直面する教育

課題の解決について研究協議を行うことにより、副校長としての識見を高め、各都立高校の学校

運営ならびに教育指導の充実に資することを趣旨としております。

このため、都立高等学校ご全日制、定時制通信制の副校長が一同に会して、－年間をかけて研究

してきたことを研究集録にまとめ、研究協議会の場で発表し、互いに協議、情報交換をすること

は大変意義深いものであると考えます。副校長会の組織には、設立の趣旨にあるように調査・研

究・協議を第一義とし、実践的な学校経営・学校運営の改善を図っていくことが求められており

ます。この組織的な研究活動は昭和４８年から始まり、毎年、研究集録を発行してきました。

さて、東京都では都立高校改革の進展とともに、都立高校の規模と配置の適正化、教育環境諸

条件の整備等から教育課程の適正化、授業改善、学校全体の教育力を高める改革へと移行してき

ております。学校経営計画の作成と報告、自律経営予算の工夫、校長のリーダーシップを高める

施策の一環として､本年度から呼称が副校長に改められたことを認識しなければなりません｡が、

教育現場には常にさまざまな課題が山積しております。そうした中で、私たち副校長は広い視野

に立ち、直面する教育課題に真正面から取り組み、都民の期待に応える教育とは何かを考え、今

後も研究していかなければなりません。

今年度の研究テーマは、「都民に信頼される魅力ある都立高校づくりをめざして、高校教育の未

来を展望し、学校経営に主体的に参画できる副校長の見識を高める」ところにあります。主幹制

度の学校運営への活用、副校長の勤務実態と改善策、二学期制での学校経営、都立高校生のボラ

ンティアに対する取組一生徒指導の観点から一等々、研究発表はいずれも綿密な調査や鋭い分析、

深い洞察に基づいた研究内容となりました。

本研究集録第３１号を発刊するにあたり、教育庁指導部高等学校教育指導課の先生方にご指導を

賜りましたことに感謝申し上げますとともに、多忙な校務の中で時を惜しまず研究をされてきた

副校長先生方の熱意と努力に対して敬意を表する次第であります。また、本研究集録の編集に永

年心血を注いで来られました事務局の先生方に感謝申し上げます。

本日の研究協議会の成果が多くの副校長先生方に共有され、日々の学校経営に一層生かされま

すよう期待しております。
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1．研究の組織

1．研究組織と会則

本会では「教頭の職務」に必要な研究をするため、昭

和48年に会則を改正した。新たに「細則」を設け、研修

活動にはげむことにした。研修活動に関する細則と内規

の抜粋は次の通りである。

東京都立高等学校畠'１校長会細貝１１

だし必要に応じ臨時に各種の部会を設けることができ

る（次頁左表)。

第４条部会の組織は部長１名、副部長(委員長)２名、

部員若干名とする。部長・副部長（委員長）は会長が

委嘱する。部員は各支部副校長会より選出する。

第５条部長･副部長(委員長)は部長連絡会に出席し、

（組織）

第1条本会の目的を達成するため次の支部副校長会を

設ける（下表)。

第２条各支部は本会の目的を達成するに必要な会則を

設け、各支部ごとに運営する。

第３条本会は事業を行うため次の４部会を設ける。た

金会計は特定の目的のため積立てる。

会費は年額1人19,000円とし､年２回に別けて徴収す

る。

第８条各研究部会は、会則・事業計画・予算および事

業報告・決算報告を毎年会長に提出するものとする。

第９条～１１条（省略）

（その他

第１２条本細則は昭和48年４月1日より実施する。

附則

昭和50年10月３０日第７条ほか一部改正

昭和53年６月８日特別会費6,000円その他一部改正

昭和56年６月１１日第1条学区支部一部改正（昭和57年

度より実施）

昭和63年６月９Ⅱ特別会費8,000円と改正

平成４年６月23日特別会費10,000円と改正

平成16年６月１５日第１条、第３条、第４条、第６条、

第７条、第８条､第11条、一部改正

各部会の連絡調整をはかるとともに総務部員となる。

(会計）

第６条各研究部の活動に要する費用は、定額を支給す

る。

第７条会計に一般会計と積立金会計を設ける。一般会

計は本部活動と研究部活動補助・会員の慶弔・事務所

の維持、その他本会が必要とする費用にあてる。積立

，

種別 支部副校長会名

学科別 普通科高校畠'|校長会工業科高校副校長会商業科高校副校長会農業科高校副校長会

地区別

第一地区副校長会第二地区副校長会第三地区副校長会第四地区副校長会

第五地区副校長会第六地区畠'|校長会第七地区畠'１校長会第八地区副校長会

第九地区副校長会第十地区畠'|校長会島噸地区副校長会

部名 活動内容

総務部

1.財務・運営・陳情・渉外・連絡調整
などについて

2.会報・名簿などについて

管理運営研究部 Ｌ副校長職としての学校管理などに
ついて

2.副校長職としての職務内容・身分

待遇などについて

●

高校教育研究部 Ｌ高校の教育課程・教育内容などにつ
いて

2.高校における教育対策などについ
て

生徒指導研究部 1.生活指導・進路指導などについて

2.教科以外の教育活動などについて



規（申し合わせ）内

１．役員選出手続きについて（省略）

２．部会組織について

細則第３条・第４条による部会組織は次によるもの

とする。

（１）部長（１）・副部長（委員長）（1～2）は年度当初

の部会で候補者を推薦する。部長･副部長(委員長）

は他の役員との重任を妨げない。

（２）総務部会会長(1)・副会長(2)・常任幹事(14）・

会計（２）・会計監査（２）・部長（３）・副部長（委員

長）（４）の28名をもって組織する。ただし、必要な

会員・事務局職員を加えることができる。

（３）研究部会地区別支部会（11）は年度当初の支部

会で各研究部会（３）の部員を、各々２名以上推薦す

る,）

部員の所属はｌ部会とし､できるかぎり継続する。

部員は他の役員との兼務ができる。

（４）委員会細則第３条の活動を行うため、各研究部

会は委員会を設けることを原則とする。委員会は委

員長1名、副委員長１名、委員若干名とする。

（５）特別委員会本会が必､要とする場合は、別に委員

会を設けることができる。

３．会合の日について

会･合の日が重複するのを防ぐため、会合のロは次を

原則とする。

第１木曜日各研究部会､特別な委員会などが主催す

る会合

第２木曜日本部が主催する会合

第２火曜日地区別支部会が主催する会合
または

第３火曜日学科月Ⅱ支部会が主催する会合
4．緊急連絡網について

本会の緊急連絡は次によることを原則とする。各支

部は会員に連絡するための連絡網を設けることができ

る｡

副会長A-F藍繍
副会長B-f鑿繍

会計A-F鑿繍
会計Ｂ－Ｅ鰄騨蓋

i費については、３部門に年定額を支給す

会長

5．研究活動費

研究部活動費については、３部門に年定額を支給す

る。

6．本部役員会、総務部会、幹事会に参加役員（除、研

究部役員）には、交通費補助として定額を支給する。

附則

昭和48年６月７日

昭和50年１０月３０日

昭和53年６月８日

昭和56年６月１１日

昭和57年６月１０日

昭和60年６月１３日

昭和61年６月１２日

平成元年６月６日

平成４年６月２３日

平成16年６月１５日

総会で決定

臨時総会1.2を追加

総会で２の一部改正

総会で役員人数を－部改正

総会で４を追加

総会で５を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の一部と（注）の改正

総会で教頭の文言を副校長に、学区

を地区と改正。

３



平成１６年度の研究組織

平成16年度研究部会組織は次の通りである。

2．

会長：錦織政晴（府中）副会長：和田吉廣（南野）副会長：高田憲一（台東商）

3．会合の曰

第２火曜または第３火曜日

（原則として副校長連絡会と同一日）

４

部長

委員会

委員長

管理運営研究部会

北林敬（砧工）

第１委員会

(学校管理）

第２委員会

(職務･待遇）

銅谷新吾

(豊多摩）

古山光久

(墨田)||）

高校教育研究部会

根本清（葛西工）

(教育課程） (教育対策）

菊池尚敏

(芦花）

生徒指導研究部会

山本正（国分寺）

(生活指導） (教科外活動）

瀧上哲

(北豊島工）

〈口
計

学
区
別
部
員
数

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
島

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

７
５
６
６
６
２
３
４
３
３
２

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

４
３
６
２
６
４
４
３
５
３
１

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

５
２１
７
３
５

０１
８
７
５
３
３

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

４
６
５
８
７

０１
７
９
６
８
３

０
６
４
９
４
６
２
３
９
７

２
２
２
１
２
２
２
２
１
１

９

人数 47名 41名

小計 88名 68名 73名

合計 229名 229



など、研究活動につとめてきた。その当時の研究は主に

「教頭職」に関する研究が主流をなしていた。

その後、教頭会の組織が強化され、幅広い研究活動と

なり、現在にいたっている。

研究集録の最近12年間のあゆみをまとめると､下表の

通りである。

２研究活動のあゆみ
(最近12年間）

本会では、昭和48年に会則を改正､規則・内規を設け

るなどし、研究組織を発足させた。

当初の教頭は身分が不安定（教諭のあて職）のため、

活動がしにくい時代であったが「研究集録」を発行する

５

平成 頁 研究題目

４年

第１９号
6６

1． 変化への対応をふまえた学校の管理・運営

学校週５日制をめぐる諸問題一

2．教頭の職務の実態とあるべき姿

3．

●●●●●●●●ロ●●● 管理研１

その実態について－…………管理研２

新学習指導要領に基づく教育課程編成上の問題とその分析（Ⅲ）

－勤労体験的学習・奉仕的活動の試案一…………高校研１

4．国際理解教育の推進を目指して

5．

国際理解教育の実態とその諸問題について

留学生「受け入れ」をめぐって

高校生の健全育成を図る生徒指導の望ましい在り方

●●■●□■●●●●●● 高校研２

学，|交不適応生徒への対応と教r項の役害''一…………生徒研１

6．学校活性化を目指して

目的意識をもたせ、主体的に自らの生き方考える

進路指導の在り方と教r項の関わり－…………生徒研２

※
※
※

５年

第20号
6４

Ｌ変化への対応をふまえた学校の管理・運営

－校内組織運営上の問題点と改善点一

2．教頭の職務

教頭のあるべき姿一

3．特色ある教育課程の編成と課題

4．

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

管理研１

管理研２

コース制設置|交及び学科改善白校の経験に学ぶ一･･………高’1交研1

学校の特色をいかに出すか

－特色ある学校づくりの取り組み－…………高校研２

5．高校生の健全育成を図る生徒指導の望ましい在り方

学，|交における相談活動の充実と筆l顕の役害１１－…………生徒研１

6．学校活性化を目指して

目的意識を持たせ、主体的に自らの生き方考えさせる

進路指導の在り方と藷顕の関わり－…………生徒研２

※
※
※



６

平成 頁 研究題目

６年

第21号
6４

1 変化への対応をふまえた学校の管理・運営

－都立高校の単独選抜をめぐる諸問題一

2．教I項の脂鵬

－魅力ある教頭像を目指して－

3．特色ある教育課程の編成と課題

－選択科目と類型の設置を中心に－

4．学校の特色をいかに出すか

5．

6．

－特色ある学校づくりの取り組み－

個｣性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

●巳●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●■●●●

－進路指導の在り方と組織・運営における教頭の役害'’

個性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

●●●●●●●●｡●●●

管選研１

管理研２

高校研１

高校研２

生徒研1

－特色ある学校行事を通して生徒の主体性をどう育てるか－

…………生徒研２

※
※
※

７年

第22号
6４

Ｌ 変化への対応をふまえた学校の管理・運営

－都立高校の単独選抜と推薦入試をめぐって－

2．教頭の職務

~魅力ある教頭像の実態一

3．特色ある教育課程の編成と課題

－特色ある選択科目とその他の科目を中心に－

4．普通科推薦入試と高校の特色化

5．

6．

●●●●●●●●●●Ｂ●

●●●●●●B●｡●●●

●●●●●●●●●●●●

管理研1

管理研２

高校研１

中学校・高校へのアンケート調査から－…………高校研２

個』性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

－進路指導の在り方と教頭の関わり－…………生徒研１

個'性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

文化祭･体育祭の指導を通して生徒の主体I性を

どう育てるか－
●●□●、●●●●●●● 生徒研２

※
※
※

８年

第23号
6４

1． 変化への対応をふまえた学校の管理・運営

入学者選抜制度の改革をめぐって－

2．教頭の職務

社会の変化に対応する教頭の職務

3．特色ある教育課程の編成と課題

4．

ひ●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●￣

－編成・実施の状況と事例を通した考察一

｢特色ある学校づくり」に取り組む教頭の役害'１

5．豊かな心を持ち、たくましく生きる

6．

人間を育成する生徒指導

ホームルーム活動の活性化と教頭の関わり

学校週５日制と部活動のあり方

●●●●●●■●●●●■

●●●●●●●●●●●｡

●●B●●●●●●●●●￣

●●●●●●●●●■●●

管理研1

管理研２

高校研１
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平成 頁 研究題目

９年

第24号
5４

Ｌ学校における危機管理

2．教頭の職務

3．

●●●●●●●●●●●● 管理研１

社会の変化に対応する教頭の職務‐その２－…………管理研２

現行教育課程の課題とその改善策に関する研究

4．学校防災マニュアル「教職員編」

5．豊かな心を持ち、たくましく生きる人間の育成と

ホームルーム活動との関連

6．学|交週５日制における

部活動の実態と生徒の意識調査
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1０年

第25号
5６

1．学校における危'幾管理…………管理研1

2．教項の職務

研修及び教員組織の活性化について
￣ ●□●●●●●●●●、●

3．教育課程を通した高校改革の推進について

4．学校防災マニュアル

5． 学校不適応生徒に対する校内指導体制
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管理研２

高校研１

高校研２

－指導体制と教E項のかかわり－．…･……・生徒研１

6．生徒指導の体制と実態…………生徒研２

※
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1１年

第26号
4９

1．開かｵした学校づくり

2．教頭の職務

研修及び教員組織の活性化について－

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役割

４．，情報教育と教頭の役害１１

5．問題事例の分析と防止策について

6．

教頭の役害'1と対応の実際一

生徒指導の体制と実態

－保護者との連携を深める生徒指導一
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1２年

第27号
4８

ｌ開かれた学校づくり

学校組織の活性化を図る管理運営上の方策一

2．教Ｉ項の職務

－開かれた学校運営一

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役害'１

総合的な学習時間について

4．新教材「情報」教育と教頭の役害'１

5．高校生の健全育成と地域との関わり

6．

教r項の関わり方の実際について－

実態調査から見たホームルーム

－運営と保護者の関わり
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(注）※印は全国大会に発表したもの

平成 頁 研究題目

1３年

第28号
4９

１．開かれた学校づくり

学校運営協議会の運営について

2．教頭の職務

－，情報管理および人事考課について

3．学校週５日制並びに学習指導要領の実施に

向けた教育課程編成上の対応について

4．学校外における学修の単位認定

5．

－新しい学習の場の拡大を求めて

スクールカウンセラー配置校を巡る事伊l研究

6．保護者との連携における生徒指導の可能性
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1４年

第29号
4９

1．企画調整会議と主任の活用

2．教頭の職務

－人材育成について

3．学校週５日制並びに新学習指導要領の実施に

向けた対応について

4．学校外学習の単位認定

5．

6．

－新しい学習の場の拡大を求めて

スクールカウンセラーからみた学校現場
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スクールカウンセラー導入校における事例調査１

教員のカウンセリングマインド育成について

学校教育相談研修を生かす上での教頭の役害'１
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管理研１

管理研２

高校研１

高校研２
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1５年

第30号
4４

1．学校運営連絡協議会の学|交評価を活用した…………管理研1

2．

学校経営のあり方

主幹制による学校運営の改善について

3．中堅校の教育課程における特色づくり

4．

５．

在り方生き方にせまる進路指導

カウンセリングマインドの浸透における

カウンセラーと教頭の役害'１
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第１委員会（管理運営）

※１主幹制度の学校運営への活用・…･………………………………

－主幹制度導入１年目の課題一

銅谷新吾（豊多摩）

1０

第２委員会（職務・待遇）

２副校長の職務…………………………………………･……………

－副校長の職務の実態と能率化の工夫について－

古山光久（墨田川）

1６

(注）※印は全国大会で発表したもの。



1．主幹制度の学校運営への活用

主幹制度導入1年目の課題

東京都立高校副校長会

管理運営研究部会第１委員会

現在全日制都立高等学校には、１～５名程度の

主幹が配置されているが、完成年度には、教務

主任・進路指導主任・生活指導主任を兼務する

主幹、各学年主任を兼務する主幹３名の計６名

の主幹が配置されることとなる。

Ｉはじめに

東京都教育委員会は､平成１５年度からさまざ

まな教育課題に対して、迅速・的確に対応する

ため、主幹制度を導入した。

主幹は、管理職ではないが教員のリーダーと

して、学校運営や保護者・地域との連絡調整の

役割を担い学校を組織として機能させ、学校全

体の教育力を一層高めることをねらいとしてい

る。

主幹の職務としては、以下の４点が示されて

いる。

１副校長の補佐

教員の意見をとりまとめたり、管理職へ意見

を述べたり、教員へ校長の経営方針を伝えたり

する役害'１を行い、副校長を補佐する。

２教員間の調整

自分が担当する校務の状況を正確に把握して、

分掌内や他の分掌・学年との調整を行う役割を

担う。

３教員の人材育成

教員として、直接生徒を指導するとともに、

管理職の指導と責任のもとに、他の教員へのア

ドバイスを行う教員のリーダーとしての役割を

担う。

４教員の指導・監督

担当する校務の責任者として、状況を把握し

て、適切に進行管理を行い必要に応じて教員に

指示を行い、指導・監督を担う。（教育庁人事

部「都民の期待に応える学校をめざして」より）

主幹の任用管理については、教育委員会の選

考により合格者を主幹級職員として、教諭職か

ら昇任ざせ配置をしている。

また、主幹の処遇については、手当ではなく

新しい職として、教諭（３級）と副校長（２級）

の間に主幹級職員（特２級）の給料表を新設し

て、主幹合格者を格付けしている。

全日制高等学校の新しい学校運営組織

謡

瓢 薑Illiil鬘iｌ
園

…鮠
⑪主胖Ｉは．敏穣主任を蕪勝する．

、主幹［は、生活櫓あ主任を黛冊ｉする．
⑨主幹ｍは、Ⅲ路指導主任を]旧璃する．
○主幹Ⅳ．Ｖ、Ｖ1はそれぞれ学年主任を碇属する⑤

Ⅱ研究テーマ設定の理由

現在、都立高等学校ではさまざまな改革がす

すめられている。「主幹」の設置はその総仕上げ

として、従来の鍋蓋型の学校組織を改革し、学

校全体の教育力を高めることをねらいとしてい

る。

この主幹制度を有効に活用して学校改革をす

すめるために、主幹をどのように活用して動か

していくかは大きな課題である。

教育予算の全体が伸び悩む中で制度化された

にもかかわらず、制度が十分機能しないことな

どあってはならない。人事面・予算面の費用対

効果に十分見合うだけの成果をもたらす必要が

ある。

副校長を補佐し、諸課題のスピーディな解決

をめざして、学校経営の追い風となる制度とし

なければならない。

－１０－



管理職にはならずとも､教員のリーダーとして、

生徒に接しながらも学校運営に携わる意識のあ

る教員が多いと考えられる。

【設問】主幹会議をおこなっているか

.おこなっている－－－６８校

.おこなっていない－－－２５校

主幹会議は、校長・副校長と主幹（学校によ

っては、事務長も参加）で実施する会議や打ち

合わせである。毎日、短時間で実施している例

や、週1時間を設定している例がある。

管理職と主幹の意`恩疎通や、スピーディな課

題解決には必要である。

２主幹の機能について

主幹には、監督機能・人材育成機能・調整機

能・副校長補佐機能がある。

〔監督機能〕

【設問】主幹は担当分掌の進行管理を適切にお

こなっていると,思いますか？

現在は具体的な前例も少ない中で、各校さま

ざまな取り組みが行われている．

そこで本研究部会では､｢主幹制度の学校運営

への活用」－主幹制度導入1年目の課題一と

して、この制度を浸透させ、導入するために各

校がどのような取り組みを行ったか、効果的な

活用はどうあるべきかについてアンケートを実

施した。結果を分析し、主幹制度が有効に機能

していくために副校長としての課題や方策を検

証することとした。

〈調査方法〉

平成１５年９月都立高等学校全日制200校の教

頭（副校長）に対してアンケートを実施した。

内容は、主幹の配置状況・主幹の活躍状況・主

幹制度の効果・主幹が活躍できるように取り組

んだこと、主幹の育成方法等の２５項目の設問で

ある。

回答は１３８校、回答率は６９％である。

筐
。１Ｖ、囮

Ⅲアンケートの内容及び集計結果

１主幹の設置状況について

【設問】主幹の人数について

・配置なし－－－２７校（19.6％）

・１人一一一４７校（34.1％）

・２人一一一３５校（25.4％）

・３人－－－１６校（11.6％）

・４人以上一一一１３校（9.4％）

導入1年目であり、１～２名の配置が多い。

【設問】主幹の配置先について

・教務主任一一一７２校

・生活指導主任一一一５９校

・進路指導主任一一一５２校

・学年主任一一一５１校

主幹は、主任を兼務することとなっておりい

ずれの主任として校務分掌上の配置を行った力、

の回答である。まず、副校長を直接補佐して、

教育課程全般を扱う教務主任から配置している

と考えられる。

【設問】主幹の年齢構成について

・３０歳代一一一１３名

・４０歳代－－－５９名

・５０歳代一一一７７名

４０歳代が多い。管理職選考と併用している場

合や､以前は管理職をめざしていた教員も多い。

0％ ４０％

導入１年目であるが、約９３％（アとイの計）

が適切におこなっているとの回答である。従来

の主任にも求められていた職務であり、主幹職

としては達成して当然である。

〔人材育成機能〕

【設問】主幹は人材育成（指導助言）を果たし

ていると思いますか？

ア
イ
ウ
エ

国
■
ロ
團

4％

iill

唾
４８％

約６２％（アとイの計）が人材育成機能を果た

していると回答している｡管理職ではないので、

－１１



決力は向上したと思いますか？学校全体の人材育成については困難な点もある

が、所属分掌や若手の教員についての人材育成

については機能させたい。

〔調整機能〕

【設問】主幹により分掌間の連携が向上してい

ると,思いますか？

イ
●
ワロ
ロ

4％

国

ア
イ
ウ

ロ
回

問い1０

25％1％
１６％

約８５％（アとイの計）が課題解決力の向上を

果たしたと回答している。従来の学校運営組織

を見直し主幹を設置する目的として、課題に対

する迅速・的確な対応がある。

〔人材育成面〕

【設問】主幹は、分掌業務を組織的にすすめ、

指導助言しながら実務をとおして学びとらせ

ていると思いますか？

５ [〕／0

約８３％（アとイの計）が向上しているとの回

答である。分掌間の連絡調整は、従来の主任の

職務でもあり、達成して当然である。しかし現

在の主幹と主任の併置されている状況や、学校

運営への取組意識の違いによりスムーズに連携

しない例もある。将来的には、全日制高校６名

の主幹での連絡調整が効果的に機能することが

望ましい。

〔副校長の補佐機能〕

【設問】主幹は副校長の補佐を果たしていると

思いますか？

ア
イ
ウ

ロ
ロ

霞
約６８％（アとイの計）が機能しているとの回

答であるが、３２％けとエの計）が機能してい

ないとしている。１年目であり十分な機能をし

ていないことや、主幹自身の力量不足なども関

係していると考えられる。

〔教育課程面〕

【設問】主幹は、教育課程を計画的・組織的に

管理していると,思いますか？

〕％

約８７％（アとイの計）が補佐しようと取組ん

でおり意識は高い。各学校に配置されている主

幹には、教育管理職選者合格者を任用前の配置

としている例もある。

３主幹に期待される効果

主幹に期待される効果として、学校運営面・

人材育成面・教育課程面・健全育成面・家庭・

地域との連携面がある。

〔学校運営面について〕

【設問】主幹制度の導入によって学校の課題解

■｜
ア
イ
ウ
エ

｜
園
■
口
團

)％
8％

５０％

78％（アとイの計）が主幹が教育課程の管理

－１２－



エリーダーシップを図るため活躍の場を与

えるよう工夫した。－－－７９校

オ主幹に特命課題を与えた。

－－－５１校

に効果があると回答している。

本年度の主幹は､教務主任兼務が多いことや、

「週ごとの指導計画」の点検にかかわっている

ことによると考えられる。

〔健全育成面について〕

【設問】主幹は情報収集を的確に行い、生徒の

健全育成に役立っていると思いますか？

問い２３

８０

６０

４０

２０

０

7９

筐0％
9％

アイウエオ

副校長として、主幹が校内で動きやすくリー

ダーシップを発揮することができるように考え

様々な配慮をしている。

５副校長としての主幹の育成方法（自由記述）

それぞれの項目で、役立つような記述や代表

的な記述を示す。

【設問】主幹が、他の教職員との意思疎通を図

りやすくするための工夫。

・主幹との打ち合わせの結果を全員に明確にして

いる。教員の意見が主幹を通じて伝わり実行さ

れていることを実感させる。

・教職員からの報告・相談に際して、主幹にも伝

えるよう指示している。

【設問】主幹の研修の充実を図るための工夫。

・定例の主幹会議の中で主幹に対して学校経営・

学校運営上の課題を与えている。

・主幹に情報を随時流している。オンザジョブで

の研修をしている。

【設問】主幹にリーダーシップを発揮させる工

夫。

・授業評価委員長・学校運営連絡協議会事務局長

として計画・運営をさせる。

・学校経営計画をふまえ、自分の考えを分掌や会

議の中で明確に語らせる。

【設問】主幹に特命課題を与えているか。

・初任者の指導や、募集対策、周年行事の企画を

させる。

・プロジェクト会議のメンバーとして、学校の将

来像を考えさせる。

【設問】主幹の受験を促す工夫。

・リーダーの立場で自分の考えを実現させていく

事のすばらしさを説いていく。

８１％（アとイの計）が役立っているとの回答

であるが、６１％が（イ）「どちらかといえば思う」

と答えており、学校の状況や、生徒部主幹の配

置状況とも関連していると考えられる。

〔家庭・地域との連携の面〕

【設問】主幹は、家庭・地域との連携強化に努

めることで相互の信頼関係を高めていると思

いますか？

塵
調い2２

4W１

７５％（アとイの計）が効果あるとの回答で、

主幹の効果としてほぼ達成されている。

４副校長として、主幹が活躍できるように取

組んだこと。

【設問】副校長として取組んだ内容を以下の中

から選んでください。複数回答可

ア他の教員との意思疎通を図りやすくした。

－－－３７校

イ主幹の分掌運営への援助を図った。

－－－６８校

ウ主幹の研修の充実を図った。

－－－３０校
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速、適切かつ組織的に対応するため、主幹の機

能と効果を十分活用したいという願いは共通で

ある｡寄せられたアンケートを読みとると､様々

な学校の副校長が主幹制度を有効に活用してい

こうとする姿勢が強く感じられる。

・課題解決のためには､主幹が必要であることを、

意欲有る教員にねばり強く説いていく。

【設問】副校長としてどのような人材を主幹に

したいか。

・学校経営の見地から課題意識をもって、教員間

の調整を図る意欲と能力のある人物。

・学校の状況を把握しつつ、改革に意欲があり、

コミュニケーション能力の優れた人材。

６主幹制度の課題（自由記述）

［設問】主幹や主幹を取り巻く環境の最大の課

題は何か？

・主幹としての自覚と責任感を保持させることが

課題である。

・主幹制度の成果をあげ、それを教職員に認めさ

せること。

・教職員の横並び意識、閉鎖性が問題である。主

幹制度を認めようとしない体質。

・管理職として、主幹に明確に指示が出来ないと、

主幹もリーダーシップを発揮出来ない。

・教職員に主幹の学校組織内の位置づけが十分に

認識されていない。

・校内の主幹数が少なく、互いの主幹連絡調整が

十分出来ていない。

Ｖまとめ主幹制度の学校運営への活用

１主幹の職責の発揮のために副校長としてな

すべきこと。

監督・人材育成・調整・副校長補佐の４機能

の職責を発揮させるためには、以下のようなこ

とが考えられる。

(1)管理職との綿密な連携

定期的な主幹会議を実施し、課題への対応や

職員への指示・伝達を確認する。

(2)分掌の責任者として明確な位置づけ

分掌の責任者として、ラインを明確に位置づ

け、主幹をとおして分掌への指示や、分掌のと

りまとめをおこなわせる。また、主幹を尊重し

信頼していることを、教職員に示すことも大切

である。

(3)学校運営への参画

校長の経営計画に基づき、担当分掌の目標を

具体的に作成させ、また学校評価も直接の担当

としておこなわせる。

(4)管理職への`情報伝達

職務や課題の進行状況などを、適宜報告・連

絡・相談させる。また、困難な課題については、

校長・副校長からの指示を求めさせる。

(5)管理職への意見具申

担当分掌の課題はもちろん、学校全体の課題

にも目を配らせ、諸課題への対応策についての

自らの意見を具申をさせる。

(6)研修会の企画・立案

職員のリーダーとして、研修会の企画・立案

をさせるとともに、自らも授業改善の実践に取

り組ませる。

(7)対外的な文書作成

各種報告書・提出物などの文書作成を担当さ

せることによって、校務全体への理解を深めさ

せる。

２主幹の期待される効果を引き出すために副

校長としてなすべきこと。

学校運営・人材育成・教育課程・健全育成．

Ⅳアンケート結果の分析

本アンケートは、主幹制度導入１年目の途中

で実施されたものである。平成１５年度は、全都

立高校への主幹配置が完了しておらず、各校の

主幹数は４名～０名である。また、年度途中の

アンケートであり、制度１年目の課題がはっき

り示されているかは不明である。

しかし、調査結果としては、主幹設置の効果

として良好な結果が示されている。

今までに存在しなかった「新たな職」が配置

されたことが、学校組織の改革に大きな追い風

となっている。

良好な結果の中には、実際にすでに十分な成

果をあげている学校もあれば、成果の期待をこ

めて回答した学校もある。

鍋蓋型の学校組織や、諸課題への迅速な対応

の必要性が言われて久しい。生徒や家庭・社会

の変化に伴い教育上の課題が増えることはあっ

ても減ることはない。

副校長として、増え続ける教育上の課題に迅
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度の機能と効果を十分に発揮させるべく学校運

営をおこない、学校全体の教育力を高めていか

なければならない。

家庭・地域社会との連携の５つの効果を引き出

すためには、以下のことが考えられる。

(1)意思決定や事案決定への参画

各種の文書回覧や起案への関与をすすめ、校

内の意思決定へ参画させる。

(2)教員の相談窓口としての機能

授業改善や生徒指導の悩みを抱えた教員への

相談や助言をおこない、早期に解決を図る゜

(3)教員の,情報の把握

個々の教員の情報や実態を管理職へ伝え、指

導上の問題を未然に防ぐ。

(4)校内文書の適切な指導

組織として配布する文書を、主幹としてチェ

ックすることで、適正な文書管理と計画的な進

行管理をおこなう。

(5)学級や生徒,情報の集約

いじめ・不登校や学級の荒れの兆候など、担

任が気づかないことや、対応が遅れている状況

を発見させ、素早く組織的に対応させる。

(6)対外的な場への参加

保護者会・ＰＴＡ・地域会合などに主幹として

参加させ、保護者・地域への周知や相談窓口と

して機能させる。

(7)学校運営連絡協議会への参画

学校運営連絡協議会の運営・企画・学校評価

のすべてに参画させ、教職員の代表としての意

見や提言事項の教員への伝達をさせる。

○印は発表者

都立豊多摩高等学校副校長

都立工芸高等学校副校長

都立狛江高等学校副校長

都立第二商業高等学校副校長

都立砧工業高等学校副校長

都立府中工業高等学校副校長

前都立鷲宮高等学校教頭

都立福生高等学校副校長

都立世田谷工業高等学校副校長

都立大森地区単位制高等学校副校長

く研究協力者〉

○銅谷新吾

伊藤情

浦部万里子

加藤修

北林敬

高橋伯也

星野文男

山口節夫

吉田順一

桑原洋

天野秀人

田中一彦

鍋谷博正

玉井篇

有馬利－

石井末勝

都立国際高等学校副校長

都立板橋高等学校副校長

都立科学技術高等学校副校長

都立志村高等学校副校長

都立町田高等学校副校長

都立田無工業高等学校副校長

Ⅵおわりに

主幹の役割は、校内各分掌組織における企画

立案・目標管理・進行管理のリーダーとして、

学校経営の推進力となり、トップマネージャー

である校長の意思を一般教職員へ浸透させるこ

とである。また、一般教職員が抱く課題認識と

校長等の課題認識に差異があれば調整し、組織

として一体的に課題に取り組む環境を整えるミ

ドルマネージャーである。

主幹制度がますます成熟して、確実に機能す

るようになったとしても、副校長としての職務

が減ることはない。むしろ、主幹が扱えない服

務監督の徹底・業績評価や校長のトップマネー

ジメントの補佐を十分おこなっていく必要があ

る。

都民の期待に応える学校をめざして、主幹制

'
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２副校長の職務

副校長の職務の実態と能率化の工夫について

東京都立高校副校長会

管理運営研究部会第二委員会

ということは、副校長の勤務がいかに激務かと

いうことを示している。

（３）学校に約何時間いますか

①８時間～９時間（0％）

②９時間～１０時間（2.9％）

③１０時間～１１時間（16.5％）

④１１時間～１２時間（35.0％）

⑤１２時間以上（45.6％）

80.6％の副校長が１１時間以上勤務している。

１２時間以上も45.6％で約半数といえる。朝早く

から夜遅くまで頑張っている副校長が現在の学

校を支えているといえるのではないだろうか。

（４）士.日曜日は月に何回ぐらい仕事で出てい

ますか

①０回（2.9％）

②１回（25.2％）

③２回（33.0％）

④３回（21.4％）

⑤４回（7.8％）

⑥５回（1.9％）

⑦６回以上（8.7％）

月２回が３３％で一番多く、１回、３回がそれ

に続く。何らかの形で副校長は士、日に学校へ

出ているということがわかる。

（５）士．日曜日に仕事で出る内容は何ですか

（複数回答可）

①地域行事に参加（27.2％）

②ＰＴＡ関係（77.7％）

③部活の応援（11.7％）

④残務整理（59.2％）

⑤学校運営連絡協議会（11.7％）

⑥その他（22.3％）

一番多いのはＰＴＡ関係で77.7％である。そ

の次は残務整理で59.2％となった。その他の内

容としては、同窓会、来校者対応、テイーチン

グアシスタント実施、土曜講習、学校説明会、

自習室開放、資格試験や模試などがあげられて

１．はじめに

東京都立高等学校副校長会管理運営研究部第

二委員会は発足以来副校長の待遇改善（平成１３

年度より管理職手当２％増の１５％)･職務の在り

方について研究を行っている。今年度は副校長

の職務の実態を調査し、その能率化の工夫を図

ることが研究テーマである。研究の内容は副校

長の勤務状況の実態について、２０項目にわたっ

て全日制高校２０８校の副校長にアンケート調査

を依頼した。回収率は49.5％であったが、副校

長の勤務の実態は明らかにされたと考える。

アンケート調査結果については集計後に分析

を行い、今後の副校長の職務の取り組みについ

て考察した。

２アンケート調査の分析

１副校長の職務の実態について

（１）何時頃、学校に着いていますか

①７時～７時２０分（16.5％）

②７時２０分～７時４０分（61.2％）

③７時４０分～８時（21.4％）

④８時～８時２０分（1.9％）

⑤８時２０分以降（0％）

７時半前後という副校長が半数以上である。

ほとんど８時までには勤務についているという

ことがわかる。中には６時半という副校長もい

た。

（２）何時頃、学校を出ますか

①１７時３０分～１８時（1.9％）

②１８時～１８時３０分（10.7％）

③１８時３０分～１９時（14.6％）

④１９時～１９時３０分（23.3％）

⑤１９時３０分～２０時（20.4％）

⑥２０時以降（31.1％）

２０時以降という副校長が31.1％もいる。それ

も含め、１９時以降に退勤する副校長が、74.8％
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④その他（4.9％）

郵便物の振り分けは事務が58.3％で一番多い。

用務主事や嘱託員が行っている学校もあった。

しかし、31.1％は副校長が行っている。これも

副校長の仕事が増える理由の一つになっている

のではないか。

（12）教員が取るべき起案の番号は誰が取って

いますか

①副校長（51.5％）

②教員（45.6％）

③事務（21.4％）

④その他（4.9％）

副校長と教員がほぼ半々である。ただ、今の

起案システムでは管理上教員には任せられない

のではないかという意見もあった。副校長席に

タイムズが来たとき、それを教員に使わせるか

どうかは今後の課題である。

（13）本来は教員に割り振る仕事で、畠'|校長の

仕事となっているものはありますか。（自

由記述)

・学校運営連絡協議会の事務局の仕事を副校長

が担当している状況です（アンケート作成か

らすべてものすごいエネルギーを使います）

・教育課程届作成、学校評価アンケート集計

・朝の生徒欠席届の電話対応

・上級学校訪問の調整対応。

・教員に割り振るべき仕事もあるかも知れませ

んが、事務でやるべきことも副校長が背負っ

ています。

・朝の湯沸かし

・ＨＰ更新

・副校長の仕事そのものが膨大になっている。

新しいことをやるとき音頭を取ること。人事

管理、服務管理、教育課程管理。会社で言う

と企画部、人事部、総務部、営業部、その他

全部やっているようなものだ。

・起案書作成、同番号取得

・行事等の案内文書の作成

きちんと教員が組織として行っているところ

もあるが、学校によってはそれが副校長に押し

つけられているところもあるという実態が明ら

かにされている。この点を組織として教員に害リ

リ振ることが出来れば、副校長が本来の仕事に

集中できる。そこが課題である。

（14）仕事の中で何に一番時間を取られますか

いた。

(6)校長との打ち合わせの時間は一日平均どれ

くらいですか

①３０分以下（22.3％）

②３０分～１時間（65.0％）

③１時間以上（146％）

概ね、３０分から1時間というところが多い。

(7)校長との打ち合わせは何人で行っています

か

①校長と副校長２人で（42.7％）

②校長、畠||校長、事務長の３人で（51.5％）

③その他（10.7％）

主幹がいる学校は、主幹を交えて行っている

ところもある。

(8)教員一人にかける面接の時間はどのくらい

ですか

①１５分未満（1.9％）

②１５分以上３０分未満（61.2％）

③３０分以上５０分未満（35.0％）

④５０分以上（2.9％）

面接の時間は概ね３０分程度という学校が多

い。５０分以上という学校も2.9％ある。

(9)面接の準備に教員一人当たりどれくらいの

時間をかけますか

①１５分未満（48.5％）

②１５分以上３０分未満（43.7％）

③３０分以上５０分未満（7.8％）

④５０分以上（1.0％）

１５分未満が48.5％と一番多い。３０分未満は

92.2％である。なかなか面接の準備のための時

間を取ることも難しい状況にあることが分かる。

（10）文書点検に一日平均どれくらいの時間が

掛かりますか

①３０分以下（9.7％）

②３０分～１時間（43.7％）

③１時間～２時間（34.0％）

④２時間以上（13.6％）

毎日の文書の点検が、77.7％の副校長が１時

間から２時間かかると回答している。２時間以

上も13.6％いる。

（11）郵便物の振分配付は誰が担当しています

か

①副校長（31.1％）

②教員（分掌がある）（9.7％）

③事務（58.3％）

１７－



（自由記述）

・報告文書作成

・服務処理（年休、出張、出勤簿整理）

・研修などの服務管理

・職員への連絡（日常的に）

・教員の相談事、及び教員間の調整事項

・校長の指示による資料作りやその対応

・各種委員会等の主催、運営

・授業観察、自己申告書等のやりとり

・週ごとの指導計画の点検

・ＰＴＡ関係の仕事

・公開講座の事務作業

・見学者の対応（新設校なので見学者が非常に

多い)、中学生の対応

・都から下ろされてくる施策の組織作り、運営

及び報告文書の作成

多くの時間を取られる内容を、取り出して記

述したが、その中に、「調査回答や教員の相談、

委員会出席は多くの時間を費やすが本来やるべ

きことなので時間を取られるとは考えていな

い」という記述があった。まさにそのとおりで

ある。ただし、教育委員会からの調査に関して

は、同じような調査が何回も行われるという実

態がある。その当たりを整理してもらえると、

副校長としてもありがたい。

（15）主幹が副校長の仕事をよく理解し手伝っ

てくれますか。

①よく手伝ってくれる（26.2％）

②まあまあ手伝ってくれる（36.9％）

③あまり手伝ってくれない（15.5％）

④全く手伝ってくれない（0％）

まあまあまで含めると、手伝ってくれる主幹

が63.1％いる。主幹の職務の一つに「副校長の

補佐」というのがある。よく手伝ってくれると

いう主幹が半数以上になるように、主幹の活用

を工夫することが必要だ。

（16）主任層が副校長の仕事をよく理解し手伝

ってくれますか。

①よく手伝ってくれる（16.5％）

②まあまあ手伝ってくれる（58.3％）

③あまり手伝ってくれない（22.0％）

④全く手伝ってくれない。（2.9％）

まあまあまで含めると、74.8％で大体主任層

が手伝ってくれていると言える。主任の場合も

主幹と同様に、活用を工夫することが必要であ

る。

（17）これまで私用で年休を何時間取っていま

すか

①１日以下（17.5％）

②１日以上～３日未満（32.0％）

③３日以上～７日未満（38.8％）

④７日以上～１０日未満（7.8％）

⑤１０日以上（1.0％）

年間３日も年休が取れない副校長が49.5％で

約半数である。長期休業中以外はほとんど取れ

ない、夏休や振り替えも取れないという意見も

あった。

「管理職が率先して休暇を消化せよ」という

通知が東京都人事委員会からあった。校長と調

整し、主幹がいる学校は主幹とも調整して副校

長がいなくても大丈夫な学校にする必要がある。

そして、できるだけ副校長も休暇を取るべきで

あろう。

（18）仕事が忙しく、体調が悪くても病院に行

けなかったときがありますか

①あった（61.2％）

②なかった（33.0％）

③その他（4.9％）

実に61.2％の副校長が体調が悪くても病院に

行けないと答えている。これは大きな問題であ

る。何らかの対策が必要である。大事になって

からでは遅いと考える。

（19）趣味のための時間を、週にどの位取って

いますか。

①３０分以下（24.3％）

②３０分～１時間（21.4％）

③１時間～２時間（26.2％）

④２時間以上（26.2％）

１時間以下という副校長が45.7％で約半数で

ある。２時間以上という人も26.2％おり、それ

なりに工夫している人もいる。仕事ばかりでな

く、リラックスしたり気分転換したりする時間

も必要であろう。

（20）自己啓発のための時間を、週にどの位取

っていますか。

①３０分以下（32.0％）

②３０分～１時間（18.4％）

③1時間～２時間（29.1％）

④２時間以上（15.5％）

３０分以下が３２％である。これは全くか、ほと

－１８－



んど取れないということであろう。学校を引っ

張っていかなければならない立場の副校長が自

分の能力向上のための時間が取れないというこ

とは、教員を指導する立場から見ても問題であ

ろう。それでも１時間以上が45.6％なので副校

長の努力が見て取れる。これをさらに拡大して

いくことが求められるであろう。

ることに心がけている。

・期日より数日前に処理するようにして、仕事

をためないようにしている。毎日帰宅時机の

上をきれいにするようにしている、

・優先順位を付けて、優先度の高いことから行

っている。

・メモをしっかり取る。

・仕事の段取りを出勤時（場合によっては前日）

に決めて行動する。提出書類は少なくとも２，

３日前までにすませる。

・計画的に仕事を進めることも必要であるが、

反面、必要な事柄、思いついた事柄から仕事

をしている。

・簡単に出来ることはすぐやる。

・仕事をマニュアル化、システム化する。

・データベースとして副校長パソコンで見られ

るようにしている。

・書式を設定し、繰り返し使用する。

・文書整理をこまめに行う。不必要な文書はた

めないで捨てるように努める。

・パソコンを利用して文書処理を簡略化する。

.特に話し合いの必要な先生（生徒指導など）

とは、携帯でお互いに夜、時間のゆっくりし

たときに連絡しあっています。

・手を抜くべき所は手を抜く。

・文書の作成は夜、または週休日に、静かな時

をもって行う。

・忙殺の毎日を回復させるためにリラックスタ

イムを週休日等に出来るだけ取っている。（ス

ポーツ）

.－日の労働時間を増やす、電車の中で寝る。

・リラックス体操。

･自宅に仕事を持ち帰らない。（忙しさの解決で

はないが消耗しないため)。

・土曜に出勤し、日々の仕事量を減少、平均化

させている。

.必要に応じて自宅で仕事を行う。

また、次のような意見もあった。

･先生方も協力的で、調査回答等よくやっても

らっているが、忙しさは増すばかりです。教

員も事務室も一杯一杯の状況で学校サイドで

すべき工夫の余地はありません。

．今のところ工夫の仕方が見つからない。睡眠

時間を減らしているのみ。

(2)どういう方法がよいと考えますか.

２副校長の忙しさを解決するために

（１）何か工夫していることがありますか。

毎日の大変な仕事の中で、それぞれの副校長

たちがいろいろ工夫していることを自由記述で

書いてもらった。その内容を以下に記す。－部

ではあるが、参考にできるものは参考にしてい

ただければ幸いである。

・主幹、主任の活用

・主幹会議で主幹としての自覚、意識の向上を

図っている。特に副校長支援について。

．徐々に主幹、主任に仕事を分担させている

.日頃から「これは○○主任に」「これは○○さ

んに」という対応を徹底していくしかないと

，思う。

・週ごとの指導計画の点検は主幹に割り振って

いる。

・副校長でなくても出来る仕事は教員に任せ、

副校長は進行管理を行う。

・できるだけ教員に仕事を振り分ける。ただ、

ミスもあり、結局はチェックにも時間がかか

る。

.可能な限り、前例にとらわれずに仕事を振る。

自分で抱え込まない。

・教員の動機付けで、少しでもやる気を起こし

て相乗効果が出るように心がけている。

.早めに仕事を主幹、主任を通して依頼する。

文書等の回答を後回しにせず、すぐに処理を

行う。やるべきことと課題を早めに人に相談

しておく。

・提出文書等は早めに処理をする。時間のかか

りそうなものは事前にその内容を教員にアナ

ウンスしておく。

･仕事を早くやってしまうこと。

･仕事は計画的にしている。

・見通しを持つこと。予定を無理しないでたて

る。

．とにかく、スピードをもって一つづつ片づけ

－１９－



－クを作り、‘情報を交換する。調査に関する基

礎データのデータベースを作り、教育庁にはそ

こにアクセスしてもらう、等が出た。現実化に

は様々なハードルがあるが、多くの知恵を出し

合って業務の簡素化に向けて工夫をしていきた

い。

・タイムズの端末を副校長の机に引く。

･調査ものを出来るだけ少なく簡単なものにす

る。

･分掌に業務を移していくこと。このために、

個々の教員に事務のように仕事を害'１り振るこ

とだと,思う。道は遠いが。

･教員に組織として教育活動をしていることを

自覚させていく。副校長職の本来としての仕

事を理解させる。(副校長は教員のやる雑務を

担当しているのではない）

･組織的な学校運営により、分掌（主任、主幹）

への業務分担を明確にする。

・副校長の複数配置。

.「誰か教えて」のように副校長同士で省力化の

智恵を出し合うべきだと思う。

・心に余裕を持つこと。早め早めに仕事に取り

組むこと。

(3)副校長同士のメール等を利用したネットワ

ークが必要と思いますか。

①思う（72.8％）

②思わない（20.4％）

(4)メール等を利用したネットワークなどがあ

ったら、参加したいと思いますか。

①思う（75.7％）

②思わない（17.5％）

72.8％の人が、何らかのネットワークが必要

と感じている。また、あれば参加したい人は、

75.7％である。否定的な意見の中には、見てい

る暇がないだろうというものもあった。

者〉（○印は発表者）

豊（都立八潮高校副校長）

春（都立砧工業高校副校長）

久（都立墨田川高校副校長）

羽（都立大泉学園高校副校長）

徹（都立大山高校副校長）

夫（都立晴海総合高校副校長）

治（都立葛西南高校副校長）

介（都立山崎高校副校長）

透（都立清瀬高校副校長）

幸（都立東村山高校副校長）

行（都立久留米高校副校長）

雄（都立永山高校副校長）

晴（都立府中高校副校長）

久（都立神津高校副校長）

く研究協力者〉

竿田豊

仁井田泰春

古山光久

○長津美明

上原徹

國分達夫

白水考治

松浦啓介

田中透

東信幸

針馬利行

大矢保雄

錦織政晴

山口

３おわりに

今回は、副校長の職務の実態を調査したのみ

で終わってしまい、能率化の工夫までは十分に

研究することは出来なかった。

しかし、分析している中で出てきたのは、主

幹や主任を活用し、組織的に取り組むことが出

来れば、現在の副校長の職務の大部分は軽減さ

れるのではないかということである。つまり、

教員がやるべき仕事は教員にやらせるというこ

とである。だが、実際の学校現場ではそうなっ

ていない。それはどこに原因があるのか。それ

を調査し、解決の道を探るのが今後の課題であ

る。

解決のアイデアとしては、副校長のネットワ

霧
－２０－
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高校教育研究部 会

※３．二学期制での学校運営….．………………………………･………２２

－二学期制の導入と特長を生かした教育課程の工夫について－

菊池尚敏（芦花）
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３二学期制での学校運営

二学期制の導入と特長を生かした教育課程の工夫について

東京都立高校副校長会

高校教育研究部会

と拡大してきているところだが、いずれも小中

学校を主体とした動きである。この背景には、

平成１４年度から導入された、「学校週五日制」

を無視して考えることはできない。すなわち、

授業日や授業時数の確保という課題を解決する

－つの方法として取り組まれてきたという背景

がある。

しかし、高等学校での実施については、先行

事例と同様なのか、他にどのような長所がある

のか、解決すべき課題は何か、二学期制の利点

を生かした教育課程の編成についてなどの検討

すべき事項がある。

以上のことをふまえ、本委員会は二学期制実

施校にアンケートを実施し、回答を得た上で二

学期制における教育課程のあり方を検討するこ

ととした。

Ｉはじめに

本委員会は、教育課程の編成を通して、各学

校がどのように自校の教育課題に取り組んでい

るのかを調査・研究している。過去には、教科

「`情報｣の導入について､｢総合的な学習の時間」

と教育課程への位置づけ、「学校外の学修」とし

てのインターンシップ、中堅校の教育課程の編

成と学校の特色化等をテーマとして取り上げ、

研究を行ってきた。

平成１４年度からの学校週五日制の導入によ

って、「授業時数の確保」という課題が小中高問

わずどの学校にも起こっている。この課題に対

して、「土曜日の活用｣、「長期休業期間の弾力的

運用」という解決方法も考えられ、すでに実践

されていたり、検討を行っている学校がたくさ

んある。

このような中で、「二学期制」を導入している

都立高校が、全日制課程において１６％存在する

（平成１６年度現在)。今年度本委員会は「二学

期制」の導入によって得られる長所や克服すべ

き課題、あるいは「二学期制での学校運営」を

検証することによって、当面する課題について

解決を図れるのか、又は、明治以来連綿と継続

してきた三学期制のままでも課題解決は可能な

のかを検証することにした。

Ⅲ二学期制のメリットとデメリット

ここでは、現在都立高校で二学期制を導入し

ている学校を対象に行ったアンケート結果を基

に、二学期制のメリットとデメリットについて

考えてみたい。調査数は’１校で、二学期制の高

校として新規開校した学校が４校、三学期制か

ら二学期制に変更した学校が７校である。

(1)三学期制に比べての二学期制のメリットは

どのような点だと思いますか。（複数回答可）

メリットとして最も多い回答は､｢授業時数の

確保ができる」と「半期ごとの単位認定が可能

である」でともに８校であった。「授業時数の確

保」については、三学期制でも可能であるが、

「半期ごとの単位認定」と「９月（前期末）卒

業」については、二学期制のみの特長である。

（注：三学期制でも標準時数（1750分）を満た

せば学期毎の単位認定は可能である。また、留

学から帰国し卒業を認めた場合を除き、年度途

中での卒業については、単位制高校であること

Ⅱ二学期制の導入の背景

二学期制の導入は、地方における教育改革の

動きと共に始まったといえる。従来は、文科省

や都道府県管轄の教育委員会主導で、教育改革

の具体化が進められてきた。これに対して二学

期制の導入は、仙台市や金沢市で取り組みが始

められたが、これらは教育委員会主導のものと

はいささか様相を異にするものであった。この

動きが、京都市、静岡市、高松市、丸亀市、宮

崎市、さらに関東においては横須賀市や千葉市

－２２－



査が夏休み明けの９月になる」、「運動部公式戦

等と考査の日程が重なる」が３校であった。「学

習の継続性」や「行事の配置」については、工

夫次第で回避できると思われるが､｢調査書の必

要な時期」や「運動部公式戦」の問題は、関係

機関との調整が必要で、三学期制と二学期制が

混在する現状では回避しにくい問題であり、教

育委員会レベルでの対応が必要になると思われ

る。

二学期制のデメリット

が条件となる｡）

また、「学期の途中に長期休業日が入る」、「学

期の学習期間が長くなる」については、長所と

も短所とも考えられ、二学期制に対して肯定的

に取り組むかどうかの、教職員の意識の問題と

考えられる。

二学期制のメリット

授業時数の確保ができる

半期ごとの単位認定が可能である

行事が適切に配置できる

８
８

学期の途中に長期休業日が入るため、学
習の継続'性に支障がある

》》５
定期考査や成績処理の回数が少なく
なるため、教員の負担が減る

２

行事を配置しにくい
9月（前期末)卒業が可能である２１蕊騨

成績の確定する時期と調査書の必要な時
期がずれる

４１蕊
学期の途中に長期休業日が入るため、
長期休業日前の期間を活用しやすい

学期の学習期間が長くなり、課題研究
などに十分取り組める
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授業時間の確保が思ったほどできない

前期末考査が夏休み明けの９月になる

蟻
霞
３
３

●
も
。

■
■

１

運動部大会(公式戦)と考査の日程が重な
る二学期制導入のメリットについての自由記述

として、以下の指摘があった。

①授業時数の確保の機会増大、長期休業日直前

での平常授業実施などメリットが大きい。

②生徒募集ＰＲに有効、成績処理の回数減・授

業時間確保等メリットが多い。行事をゆった

りと配置できる利点もある。

③教職員に学校改革を進めている学校という自

覚を与えられる。

④メリットが大きい、長期休業期間の弾力的運

用にも対応しやすい。

⑤期末考査後の日程で授業が確保されていれば

何ら変わるところはない｡セメスター制以外、

制度による相違は期間休業日のみである。

（注）セメスター制：通年ではなく、セメスター（学

期）ごとに講座を開講し、単位認定する制度で、入

学卒業も学期ごとに行う。多くは大学で行われてお

り、その殆どは二学期制をとる。都立高では八王子

地区単位制高校(平成１７年度開校予定)が導入予定。

(2)三学期制に比べて二学期制のデメリットは

どのような点だと思いますか。（複数回答可）

上位の回答は､｢学期の途中に長期休業日が入

るため、学習の継続性に支障がある」が５校、

「行事を配置しにくい｣、「成績の確定する時期

と調査書の必要な時期がずれる」が４校、「授業

時数の確保が思ったほどできない｣、「前期末考

３１蕊蕊蕊蕊

成績表が２回になり、生徒や保護者は成績
の把握が困難になる

調査書発行の時期などで､進学準備への
対応に支障がでることがある

定期考査の間隔が開き､出題範囲が広がる

転入生の受け入れがしにくい

２１蕊蕊灘

2臘蕊蕊蕊

麟
鱸

１
１

二学期制導入のデメリットについての自由記

述として、以下の指摘があった。

①年度途中の成績や欠時の把握が困難。大学推

薦入試希望者の判定が夏休み前にできない。

②日本の気候風土には三学期制があっている。

授業時数確保は三学期制でも同じ。導入して

も、，思ったほど成果は上がらない。

③生活指導上の課題が多い学校では、長期休業

日前後の指導が難しい。基礎学力定着のため

の補習等が多い学校では、定期考査の回数、

実施時期に工夫が必要と思う。

(3)教育行政側として､二学期制が定着するため

に必要なことはどんなことだと思いますか、

の自由記述は次のとおりであった。

①校舎の冷房設備の必要性の指摘

②部活動の公式戦の日程調整

③二学期制の学校の補欠募集について弾力的な

運用が必要

④大学入試に関する調査書の扱い（特に推薦入

－２３－



も高いといえるだろう。しかし、近年は冷房設

備が整った高校も多く存在し、東京都において

は長期休業日等の弾力的運用試行も認められた

ことから、夏季休業日の時期や期間についても

検討対象になっている。

それでは、三学期制での授業時数確保の現状

と課題を考察してみたい。授業時数確保を観点

とする学期制の比較において、まず三学期制の

１学期及び２学期期末考査後の「授業のあり方」

を検証する必要がある。都立高校では、１学期

末考査を７月上旬とする学校が多いが、数年前

までは、成績処理や学習が不十分な生徒の補習

をするために、考査終了後は授業時間を短縮し

たり、学校行事を行ったりする例が多く、平常

授業は殆ど行われていなかった。学校現場には

授業時数確保の意識はあまりなく、生徒は「試

験休み」といった時代もあった。このような教

員の意識は、今でも根強く残っており、「試験休

み」の必要,性を主張する教員も多い。成績不振

者への追指導のために多くの時間を必要とする

学校もあり、学校の実態により大きく異なると

考えられるが、この期末考査後の約１０日間は答

案返却・補習授業・ホームルーム・生徒会行事・

大掃除などといった通常の授業ではない教育活

動である場合が多い。このような状況から、生

徒自身も授業への意識が希薄となり、｢授業時数

確保」は形式的なものとなっていた。

これに対して、二学期制で定期考査を年４回

実施している学校では、前期末考査を９月に実

施するため、当然のことであるが夏季休業期間

直前まで平常授業が行われ、結果として授業時

数確保につながっている。授業時数がきちんと

確保できるかどうかについては、学期制度云々

より教員の意識がどう変わるかが重要であるこ

とはいうまでもないが、このような例を見ても

二学期制は授業時数確保をしやすい制度である

といえるだろう。

次に､専門高校の現状について考えてみたい。

専門高校は、就職希望者と指定校推薦による大

学進学希望者が大半である。就職活動では､９月

当初に企業訪問の指導を行うことが一般的であ

る。また、指定校推薦の大学・短期大学の多く

も、この時期に生徒の推薦手続きが求められる。

それらに対応するため専門高校では、３学年全

クラスの成績処理や、就職希望生徒及び指定校

試）を大学側と調整する必要がある

⑤長期休業期間を学校裁量に任せる

二学期制は制度である。この制度をどう生か

していくかがデメリット克服の鍵を握っている。

「生きる力」を育成する学校として、効果的な

教育活動の展開をどう進めていくか、課題はど

こにあるのかを組織的に検討することが重要で

ある。

(4)二学期制にふさわしい長期休業期間はどの

ような形態だと思いますか、

の自由記述は次の通りであった。

①同じ地域の小中高で変えるべきではないと思

う。異なる休業期間では家族に負担がかかる。

②現行で特に問題はないが、新年度は９月又は

１０月始まりがよい。

③現状では公式戦とぶつかるが、教室の冷房設

備が整えば８月２０日頃から授業開始し、９月

中旬に前期末考査を行い、期間休業日を１週

間程度とる。

④授業時数を確保した上で、弾力的な授業時数

（ｌ単位時間あたり何分授業を行うか）の編

成を行ったり、行事等を充実させるためには、

冷房設備等の条件整備が整えば、夏季休業日

を短縮した方がよい。

⑤学校の状況によって異なるが、授業時数の確

保、気候を配慮した適切な指導方法の工夫、

土曜日の有効活用をふまえ、例えば土曜４時

間授業でその分夏季・春季休業を長くするな

どの方法もある。

Ⅳ都立高校における現状と実践例

「ゆとり教育」が求められる社会の要請を受

けて学校週五日制が導入された。各学校は工夫

により「授業時数を確保する」ことが求められ、

従来の三学期制から二学期制への移行も進めら

れている。しかし、学校現場には、我が国の文

化・風土を背景とした従来型の三学期制の維持

が最良であるとする教職員の意識が根強い現状

がある。歴史的には、明治３４年の「中学校令施

行規則」で現在の三学期制が規定された。新学

期を４月始まりとすれば、夏休み及び正月休み

で学期が区切れ、結果として三学期制が定着し

たと考えられる。日本の夏季の学校環境や生活

習』慣を考えれば、この三学期制の評価は現在で
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において「ゆとり教育」をすることが可能では

ないかと考えられる。

推薦希望生徒の個別指導などで、定期考査後の

指導期間にゆとりが全くない現状がある。この

ようなことから、専門高校と、一般入試による

大学進学や専門学校進学を主とする高校の現状

とは大きく異なる。

前述したように、三学期制よりも二学期制の

方が「授業時数確保ができる」との多く事例が

報告されている。しかし、課題として、考査範

囲の拡大や、前期途中に夏季休業が入り９月の

期末考査では、学んだことを忘れてしまってい

るとの指摘がある。この指摘を考察すると、知

識偏重の指導が従来から行われ、単に覚えた内

容を知識・学力として捉える意識が根強く残っ

ている現状を感じる。この課題の解決には、生

徒全員が身につけるべき基礎・基本的な内容を

確実に定着させる指導法の工夫や、繰り返し学

習させることが重要である。試験範囲が狭けれ

ば、生徒は「暗記する」ことを意識し、社会で

求められている「課題解決能力の育成」の実現

は難しい。この現状を変えるためには、教える

側の発想・意識を変えて、繰り返し学習によっ

て知識を定着させることを目指すことが重要で

ある。二学期制の定期考査の課題を逆に生かし、

暗記に頼らず知識を定着させる指導が重要であ

ると考える。

このようなことから、生徒にとって二学期制

の定期考査の問題は、マイナス面のみに働くも

のであるとは考えにくい。以下に二学期制を実

施している専門高校の年間行事計画の実践例を

Ｖ二学期制の趣旨を生かした教育課程編成

１二学期制の趣旨

私立中高連合会の調査によれば､平成’５年度

で二学期制をとっている全国の私立高等学校は、

25％を超えており、年々増加傾向にあるという。

公立高等学校の場合は都道府県により大きな違

いがあるが、増加傾向にあるという点では私立

と同様である。これらの背景には、もちろん授

業時数確保のねらいがあることはいうまでもな

い。昨年１０月の中教審の答申「初等中等教育に

おける当面の教育課程及び指導の充実・改善方

策について」にあるように、「教育課程を適切に

実施するために必要な指導時間の確保」は、学

校週五日制の実施に伴う授業日や授業時間の削

減が指摘される中で、各学校とも取り組まなけ

ればならない重要な課題である。もちろん時数

さえ確保すればいいというものではなく、指導

方法の改善を図りながら指導の質を高め、必要

な時数を確保することが趣旨であることはいう

までもない。

授業時数の確保が結果として、

①学力の低下を防ぎ､基礎学力をつけること

②学校生活にゆとりを生み出すこと

につながることが期待される。

どちらも、校内の組織運営を見直しながら、

新たな学校づくりを展開する作業が行われるこ

とになるが、二学期制への移行をきっかけに、

今までの教育課程をいったん白紙に戻して､｢教

育活動全てを見直す機会にする」という発想が

必要と思われる。

２二学期制の趣旨を生かした教育課程

二学期制での教育課程を編成するにあたって、

長期休業期間、特に夏季休業期間をどう扱うか

が編成作業のポイントとなる。一例として夏季

休業期間を８月からとして前期末考査を７月末

に行うことや､夏季休業期間を１０日間程度短縮

して８月後半から授業を再開し、年間授業日数

を減らさずに期間休業日を設ける方法などが考

えられる。

二学期制の趣旨を生かし、前期又は後期のみ

の講座を設定する場合は、前後期で授業日数が

一Ⅱ■囿曰■■■■｜囹函回■
図
■
■
■
■
■
巫
幽
■
■
■
■
閲
後
期

定期考査実施例都立Ｋ高校（単位制）
第１週第２週

■■■
■■■■■■

３／１１～１５ ３／２５

後期期末考査 後期焼粟式春季休藁（蛤）

前期の中間考査後から就職・進学活動の指導

にあたることが可能で、後期の進学指導の期間

にもゆとりが生まれる。専門高校において二学

期制は授業時数確保だけではなく生徒の指導面

－２５－



導入の成否を決める。副校長は教務部など担当

分掌と連絡を密にとり、教科・分掌単位で研修

を実施させ、教育課程検討委員会を通して教職

員の理解を深め、合意形成を図りたい。

(2)二学期制の大枠づくり

年間行事計画の作成にあたっては、自校の特

色が最もよく発揮できるように行事全体を見直

し、適切な配置の検討を行う。企画調整会議で

協議を深め、結果を担当分掌がまとめ、職員会

議や教科会に周知する。また、保護者や生徒に

十分説明を行い、二学期制の特長についてきち

んと理解してもらうことも必要である。

(3)年間行事計画をふまえた、各教科のきめ細

かい学習計画の検討

「学力向上の保|潭」でも「ゆとりあるきめ細

かい指導｣でも、自校の特色を効果的に発揮し、

生徒一人ひとりに対して成果を発揮できる学習

指導計画を各教科に企画させる。その結果を担

当分掌がまとめ、企画調整会議、職員会議で周

知し、実施に踏み切る。実施後は検証を行い、

改めるべき点を見極めて問題点を修正していく

作業が必要である。

ほぼ半々になることが望ましい。学校五日制が

完全実施された現在、年間の授業日数は約２００

日となる。現状の長期休業期間の場合では、前

後期を半々とするためには､前期末を１０月中旬

とすればよいが､長期休業期間を変更する場合、

前後期で授業日数がほぼ同数になるように配慮

すべきである。

次に二学期制での定期考査について考えてみ

たい｡進学就職者用の調査書発行時期の関係や、

運動部活動の大会日程などの関係から、二学期

制においても三学期制のように年５回の定期考

査を実施している例もある。しかし、定期考査

を４回にすることによる授業日の増加や、夏季

休業日や冬季休業日直前まで通常の授業形態に

することができることを考えれば、定期考査は

年４回実施が趣旨を生かせると考える。

年間行事をどう配置するかについては、二学

期制の趣旨を生かしながら、各校の経営方針や

特色、生徒の実態にどう合わせるかがポイント

となる。例えば、９月下旬に文化祭を行ってい

た学校は、二学期制の導入によりその頃に前期

末考査が行われることが想定される。文化祭を

９月上旬又は考査後に実施することが考えられ

るが、必要に応じて夏季休業日をいつ終えるか

も含めて検討したい．また､生徒が'情熱を傾け、

熱心に創意工夫をこらした行事の後で、如何に

早く通常の落ち着いた授業状況に学校を戻せる

かについても配慮したい。

二学期制の導入は、学校週五日制に対応して

授業日や授業時数の確保のねらいからでたもの

である。二学期制が導入されることによって、

授業時数を確保しやすい枠組みが整うが、個々

の生徒に応じたきめ細かい指導を展開するため

の「ゆとりある教育」をどう成立させるかにつ

いては、内容にまで立ち入って検討していくこ

とが必要である。

３教育課程編成に関わる副校長の役割

(1)所属教職員の意識改革

二学期制の導入は単なる授業時数確保のみに

留まらず、教育課程全般に関わる学校改革であ

ることを所属教職員に対して理解させる必要が

ある。学期の数をただ３から２にすればよいの

ではなく、経営方針を実現ざせ学校の特色化を

図る上で有効な手段として導入を進めたい。こ

の段階が最も重要であり、趣旨の理解の浸透が

Ⅵ二学期制行事計画のプラン

ここでは、二学期制のもとでの年間行事予定

について考えてみたい。具体的な年間行事計画

は、各学校の実態に応じて検討されるべきで、

どの学校にも当てはまるようなプランは存在し

ないが、二学期制へ移行する場合でも比較的無

理なく導入できるような例を挙げてみた。

(
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月 行事

前
期

４

５

６

７

８

９

1０

4/５春季休業日（終)、４/６前期始業式

5/２８体育祭

6/10-6/１３前期中間考査

7/２１夏季休業日（始）

8/２５夏季冬季休業日（終）

9/16-9/１９前期期末考査

10/5-10/６文化祭、１０/１０前期終業式

(10/11-10/１６期間休業日）

後
期

1０

1１

1２

１

２

３

10/１７後期始業式

12/10-12/１３後期中間考査、

12/２６冬季休業日（始）

l/７冬季休業日（終）

3/２５後期終業式､3/２６春季休業日（始）



まだまだ先行事例も少なく、そのメリットにつ

いても十分な検証がされているわけではない。

しかし、長年続いた三学期制を改めることは、

単に学期の数が減るだけにとどまらず、結果と

して教育活動全般にわたって大きな変革をもた

らす可能'性を意識したい。授業時数の確保とい

う現実的な課題を解決するためというきっかけ

はあったにせよ、導入を検討する場合はもっと

大きな視点で考えていきたい｡小中学校も含め、

将来的にどのくらいの学校が二学期制に移行す

るかどうかは現時点では予想もつかないが、当

面は二学期制と三学期制が混在する状況が続く

と考えられる。また、将来的には、現在の４月

始まりの年度を欧米と同じような９月始まりに

変更する議論のきっかけとなる可能'性もある。

いずれにしても二学期制についての議論は始

まったばかりである。制度として定着するには

まだまだ時間がかかると思われる。先行導入校

の事例を各校で共有し、実施する場合は制度の

特長を最大限発揮できるようにしたい。今後も

各方面からの情報提供を期待すると共に、ご意

見をいただきたいと考えている。

最後となったが、アンケート調査にご協力い

ただいた各学校の先生方、またご指導下さった

多くの先生方に深く感謝申し上げたい。

二学期制における行事計画の観点は幾つか考

えられる。

①定期考査の回数と実施時期

②夏季休業期間の始期終期

③前期・後期の区切りと期間休業日

④文化祭や修学旅行の実施時期

これらの観点は個別に計画するのではなく、

相互の関連を考える必要がある。修学旅行につ

いては、後期中間考査後など、三学期制の学校

が通常実施しない時期を選ぶこともできる。

Ⅶ条件整備

三学期制が主流を占める状況において、二学

期制導入上の問題点を整理しておく。

①高体連公式戦の日程

②学期途中の転学生の受け入れ

③大学進学等の調査書の発行

④一般教室の冷房化

①については、三学期制が主流である現状で

は、やむを得ない。前期の定期考査と大会日程

が重なる可能性が高く、また夏季休業日を早め

に終えて、８月下旬から授業再開する場合も重

なる可能性がある。②は東京都だけの問題かも

しれないが、９月1日付転入学生はすでに前籍

校で１学期を終えたにもかかわらず、転入学し

てすぐに前期末考査を受けることになる。受け

入れについては、特例を設けるなどの対応が必

要である。③については、９月の大学等指定校

推薦、就職者用調査書及び専門学校の推薦入学

のための成績確定が間に合わないことが多く、

大学等の一般入試についても、後期中間考査後

の成績で調査書を作成することになる。このた

め、年４回の定期考査の終了毎に成績を確定さ

せる必要があり、結果的に三学期制より回数は

増えてしまう場合も考えられる。④については

各家庭での空調機設置が一般的となり、私立高

校では８割以上が冷房化(私立中高連合会調べ）

されている現在、７月下旬の授業時数確保や夏

季休業期間の見直しを行うためにも必要な条件

であると考える。

研究協力者

根本情

菊池尚敏

福嶋Ⅱ項一

山本収太朗

諏佐眞一

永作誠一郎

宮田茂

小林晶代

丸山正二郎

茂泉吉則

三宅英次郎

初見豊

葛西工業高等学校

芦花高等学校

保谷高等学校

小平高等学校

六郷工科高等学校

上水高等学校

桜町高等学校

小石川工業高等学校

干早高等学校

前芸術高等学校

前南葛飾高等学校

前武蔵村山東高等学校
Ⅷまとめ

高等学校において二学期制が導入されたのは、

一部の学校を除けばここ数年の出来事である。
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生徒指導研究部 会

予防的生徒指導・…･……………………･…………………………・３０

－都立高校におけるボランティア活動~

瀧上哲（北豊島工）

※４．

(注）※印は全国大会で発表したものをベースに、加筆再構成した。
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４予防的生徒指導

都立高校におけるボランティア活動

東京都立高校副校長会

生徒指導研究部会

に対して実施したアンケートによる推進状況等

を報告する。

１はじめに

平成７年の阪神・淡路大震災では、多数の若

者がボランティア活動に参加した。炊きだしを

はじめ傷害者・高齢者さらには子どもたちの世

話、罹災証明書発行の手伝いやパンク修理など

各人がそれぞれの持つ力を発揮し、その迅速な

対応は人々の心を支え、復旧への大きな力とな

った。兵庫県の調査（注ｌ）によると、多数の

若者がボランティアに参加し、その参加者の４

分の１が１０代であったと報告されている。

また、本年の新潟県等の豪雨による被害にお

いても、その復旧に多数のボランティアが参加

したと報じられている。ボランティア活動を通

して様々な効果が現れ、意識と行動の改善が図

られると考えるが、

１豊かな人間性

２課題解決能力（自主`性・自発的行動）

３「生きる力」

の育成に集約されるのではないだろうか。

特に、「生きる力」を身につけさせるには、学

校内の教育活動だけではなく、家庭や地域をこ

えた様々な人々とのコミュニケーションや困難

な状況に打ち勝つ体験を重ねることが必要であ

る。近年、青少年の様々なボランティア活動が

メディアにより紹介され、時には海を越え海外

での活躍も報道されている。また、学校内にお

いても、ボランティア活動を是非やってみたい

と思っている生徒は少なくない。ボランティア

活動を通して､規範意識を確立することにより、

意識の変革をもたらし予防的生徒指導を進める

ことができると考える。

そこで私たちは、学校として取組むボランテ

ィア活動の推進に努めたいと考え、このテーマ

を設定した。今回は、個々の学校での取り組み

紹介ではなく、東京都の施策の状況と推進状況

を現時点までに行った文献研究と副校長(教頭）

注ｌ「阪神･淡路大震災におけるボランティア

活動に対する調査」（兵庫県、平成７年）

参考日本におけるボランティア経験者は青少

年では３０％程度である。特に高校生につ

いては、米国が６０％を超えるのに対し、

日本はわずか４％である。

「新しい時代を拓く心を育てるために

－次世代を育てる心を失う危機一」

（中央教育審議会答申、平成１０年６月）

より

２東京都の取り組みの概要

東京都においては､平成１５年度より各学校に

おいて、１１月の第１週のある一日を「ボランテ

ィアの日」として教育課程に位置づけ、自校の

特色を生かした教育活動にかかわるボランティ

ア活動を行うこととなった。「ボランティアの

日」制定に向けた諸施策を紹介する。

(1)「心の東京革命」教育推進プラン

（平成１２年８月策定）

社会の基本的ルールやマナーが守れない、他

者への思いやりに欠けていたり、我慢のできな

い子どもの増加。青少年による凶悪犯罪の増加

などの社会問題に対応すべく、都教育委員会は、

「心の東京革命プラン」教育を推進し、学校・

親・地域社会が一緒になって、社会全体での子

どもの健全育成を図っている。社会運動として

展開し、各部局や市町村教育委員会とも連携し

ながら東京都全体として広げていく。

このプランに基づきボランティア活動に対す

る具体的展開として、次の施策が挙げられてい

る。
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(4)ボランティアの曰

生徒たちの社会奉仕の精神を酒養し社会生活

における役割や責任感を培い、豊かな人間性や

社会性等を育成することをねらいとして制定さ

れ、各学校１１月の第１週の１日を「ボランティ

アの日」として教育課程に位置づけている。

【｢職場体験とボランティア活動」の充実】

体験的な学習の実践メニューを平成１２年度

に作成し、「トライ＆チャレンジキャンペーン」

や都内公立小･中学校及び都立学校の｢総合的な

学習の時間｣、｢特別活動｣においてボランティア

活動や生産活動、職場体験などの活用を図り、

体験的な学習の実施を支援する。

ｓ高等学校におけるボランティア導入の

意義

(1)予防的生活指導とボランティア

①規範意識

②公共心学ぶ意欲の低下、忍耐力の不足

③自己表現力・コミュニケーション能力

④人間関係の希薄

などが指摘されている。大人になりたがらない

子どもや将来への夢や希望を描けない子どもが

増加し、社会への参画意識も希薄になり、なか

なか社会人として自立できない若者が多くなっ

ている。

ボランティア活動の導入によって、

①生徒の規範意識や公共心を育成し、自制心

や自立心自己コントロール能力の向上

②社会の一員としての自覚

③勤労の喜びと大切さの実感

が先の３の効果に加え、具体的な意識の変容と

して期待される。即ち、他者を通した自己理解

を進め、異質なもの（他者）に対する認識の向

上が図られる。

(2)ふれあい月間

平成１５年６月に、第１回「ふれあい月間」

として、各学校において思いやりの心を養い、

規範意識を高めることを目的として､「自分自身

を大切にする」「相手を大切にする」「自分たち

の生活を大切にする」ことを視点とした取組み

が行われた。生徒の豊かな人間性や社会性を培

うために、幅広い人々との交流によって、様々

な社会、自然とふれあう体験を増やしていくも

のである。学校と地域社会との連携によって奉

仕・体験活動の機会を充実させていくことが重

要との考えに基づいている。

(3)「トライ＆チャレンジふれあい月間」

「心の東京革命」教育推進プランの具体的展

開の一環として、平成１５年度から１１月を「ト

ライ＆チャレンジふれあい月間」とし、「トライ

＆チャレンジキャンペーン」及び「とうきょう

親子ふれあいキャンペーン｣が実施されている。

この施策は､"社会の一員としての自覚を高め、

健全で豊かな心を育む”ことを目的に、学校と

家庭．地域社会との協力をもとにしている。

主な活動として、勤労・生産体験活動、奉仕．

体験活動、職場体験活動、また自然体験活動や

伝統文化を受け継ぐ活動などである。

平成１５年度において都立高校がこの事業に

対して行なった支援・協力・交流の取組み内容

及び参加校数は次の通りである。

①部活動体験（６８校）

②体験授業・体験講座等（５５校）

③出前授業（１４校）

④地域での交流・奉仕（１８校）

⑤学校行事での交流（２３校）

⑥施設・設備の提供（４校）

⑦スポーツ教室（１３校）

(2)ジョ・ハリの窓と社会性の育成

心理学に、ジョ・ハリの窓というものがある。

（図１）これによると、自己理解は他者の存在

との関係で成り立つことを図式化したものであ

る。こうした他者の存在に支えられた自分に気

付き（言い換えれば、他者の視点で自分を認識

できること）､新たな自己理解に達する－つの過

程に、ボランティア活動が位置づけられるので

はないだろうか。
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図１ジョ・ハリの窓

自分が

知っている知らない

ての取り組みには未だ至っていない。

(3)学校のボランティア活動の状況

実施していない知
っ
て
い
る

自分も周りも

知っている自分

周りだけが

知っている自分

（自分が知らない自分） 総合的な

４％

再思

周
り
が

自分

自分だけが

知っている自分

（周りが知らない自分）

自分も周りも

知らない自分

知
ら
な
い

主な部活動には、ボランティア部・ブラスバン
(LuftJ、1970）

ﾄﾞ部・手話部・野球部等が挙げられている。

４都立高校に対するアンケート調査結果
(4)ボランティア活動の内容

本年度の７月に、先の東京都の施策の概要に

基づき、各都立高校の取り組み状況を、副校長

に対しアンケートを実施（201校中有効回答は
その他 募金

４％

他
９５校）した。その結果を以下に示す。

(1)ボランティアの曰の実施計画の状況

問

美

'１１k11;Ｉllllllllllii
(5)育成上の効果の有無

健全育成上の成果
定

1５１２１ １

ボランティア活動の推進主体

管理職(校長・

その他／副校長）

(2)
0％２０％４０％６０％８０％１００％

60％を超えて成果ありと言平価している。
企

(6)副校長のボランティア経験の有無

副校長のボランティア経験

分掌
５８％

0％２０％４０％６０％８０％１００％
既存の分掌である教務・生活等や部活動（次の

アンケート結果参照）での取り組みが多く、ボ

ランティア活動の意義を踏まえた学校組織とし
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ボランティア活動推進への課題

その他

(7)ボランティア活動に対する印象

副校長のボランティアに対する印象
置干受一程｢ZUIり希nｏ

０
０
０
０
０
０
０

６
５
４
３
２
１

重荷

皀暁制卸し)組む九Jのですべての卜hurt好うの(琢色雁罫の卜獅瓢藤輪煽ぅの僻い、色竹のにＩｂｌ乖悠うもの他人のにlpl銅博うもの 活動にかかわる時間や

交通費が負担
１０％

１５％

(8)ボランティア活動から期待される成果

諸外国の実践では、１９８０年代以降に展開され

るようになったアメリカにおけるサービス・ラ

ーニング、イギリスにおけるシテイズンシップ

教育、韓国における奉仕活動の推進などがあげ

られる。

サービス・ラーニングの成果としては、退学

者や校内暴力の減少、進学率の向上などの報告

がなされているが、現都立高校の副校長が期待

する成果は次のグラフのようである。

(10）教頭（副校長）の役割

・地域行事への積極的な参加を通した連携強化

に向けての連絡調整

・教員・生徒への事例紹介や情報の提供

・ボランティア活動推進に対する教員への意義

の理解・啓発

・ボランティア活動を一過性で終わらせないた

めの組織体制の構築と外部環境の整備

ｓ生徒指導とボランティア

０
０
０
０
０
０
０

６
５
４
３
２
１

高等学校におけるボランティアの推進につい

ては、教員の多くはその意義を認めながらも戸

惑いがある。実際に、実践している学校では次

のような課題が明らかになっている。

これらの課題の克服について議論していくと

「学校教育の果たすべき役割、学校の機能」の

問題に発展する｡教育現場は多忙を極めている。

生徒指導に係る諸問題への日々の対応、スクー

ルカウンセラーの導入と教育相談の充実､｢○○

教育」の推進（○○は人権や環境など)、果たし

て学校は、何をどこまですべきなのか。私たち

教頭は、学校教育の機能まで立ち返って、教職

員がこの問題を議論し、共通理解が実現するよ

うに配慮して行かなければならない。各高等学

校のおかれた状況に応じたボランティア活動の

導入が求められている。

教頭としては、ボランティア活動の意義を積

極的に評価し、予防的生徒指導の観点から、そ

の導入を推進していくべきである。わが国にお

いても、高等学校でのボランティア活動の実践

例が多数報告されている。これからも、情報交

換をしながら、推進していきたい。

lIllnl師
尤俶縦試饒鯵･ｗｉ１ｉ;,i`jp劔'１１夢撰?ｉＩｉｊ;i徽勵①鱗

(9)ボランティア活動推進への課題

・ボランティア活動の意義に対する共通理解が

形成されていない

・教員に対して加重負担

・ボランティア活動に要する時間・費用の負担

・ボランティア活動時の安全確保（リスクマネ

ジメント）

・通常の授業への影響

．一斉取り組みによる逆効果

などが指摘された。
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都立高等学校副校長会生徒指導研究部
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